
北海道大学・公共政策学連携研究部・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１０１０１

基盤研究(C)（一般）

2022～2017

地方公共サービスの再公営化と現代化－組織改革の実施と社会的インパクト

Remunicipalization and modernization of local public services: Implementation of
 organizational reform and its social impact

９０４３８３４１研究者番号：

宇野　二朗（UNO, Jiro）

研究期間：

１７Ｋ０３５５３

年 月 日現在  ５   ５ ２９

円     3,400,000

研究成果の概要（和文）：　本研究では、第一に、東京都と大阪市の水道事業を事例として、同じ制度環境の下
にあっても、組織の自律性の違いによって、経営の論理が異なることを明らかにした。もっとも、日本の地方公
営企業法では、組織が完全に自律的になることはなく、地域社会からの影響を常に受けることも明らかにした。
　第二に、本研究では、ドイツの地方公企業制度の特性と、ドイツにおける水道事業の民営化と再公営化の過程
と成果を明らかにした。ドイツの水道事業では1990年代以降、民営化が実施されてきた。民営化は事業から生じ
る利益の分配構造に影響を及ぼす。本研究では、それに対する不満から再公営化が実施されてきたプロセスを明
らかにした。

研究成果の概要（英文）：　Firstly, this study uses the water utilities of the Tokyo Metropolitan 
Government and Osaka City as case studies to show that, even under the same institutional 
environment, the logic of operation differs depending on the organizational autonomy. More 
importantly, the study also revealed that under the Japanese Local Public Enterprise Act, 
organizations are never fully autonomous and are always subject to influences from the local 
community.
　Second, the study identifies the characteristics of the German local public enterprise system and 
the processes and results of privatization and municipalization of water utilities in Germany. 
Privatization has been implemented in German water utilities since the 1990s. Privatization affects 
the distribution structure of the profits resulting from the business. The study reveals the process
 by which municipalization has been implemented due to dissatisfaction with it.

研究分野：行政学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　この研究では、1990年代以降の日本とドイツにおける地方公営企業の組織改革がどのようなものであるのかを
明らかにした。ドイツでは、水道事業の民営化も行われていたが、それを再公営化する動きも見られていた。こ
の研究では、それが経済的な面で行われた側面もあることを明らかにし、再公営化の理解を豊富化することに貢
献した。
　また、東京都と大阪市という限られた事例を対象にしたものであったが、二つの水道事業における経営の実践
や改革の実施を詳細に追跡することにより、効率性の観点とは異なる公共性の観点から、日本の地方公営企業の
実態を明らかにした。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 地方公営企業とは「地方自治体が経営する企業」であり、「行政」と「民間」とが交錯する領
域を形成し、地方自治の一形態として位置づけられてきた。地方公営企業に関しても他の分野と
同様に、1990 年代に入る頃から緊縮財政を背景に経済性の側面に研究関心が集まり、効率性の
測定と規定要因の検討、また、民営化等の効率性を高めるための手法や、その決定・実施過程が
重要な研究課題となり、研究が蓄積されてきた。 
研究開始当時の日本では、人口減少や生活インフラの老朽化が問題化しつつあった。地方公営
企業がかかわる水道事業などの生活インフラの分野では、人口減少により需要が減り、また、収
入が減る中で、高度経済成長期以降に大量に建設された施設を更新していく必要性が高まって
いた。そうした中では、効率化を志向する民営化等の効率化手法に関心が引き続き関心が寄せら
れたが、その一方では、民営化が経済的に成立し得ない地域の存在も指摘されるようになり、さ
らに、自然災害の発生などを背景として、経済一辺倒ではなく、安定、普遍、強靭、公平、社会
的公正、環境配慮などの「公共性」を促進する制度として地方公営企業制度が再検討されるよう
になっていた。 
国際的に見れば、地方公営企業のそうした公共性の側面に光を当てた先行研究が 2000 年代に
入る頃から蓄積されてきていた。もっともそうした先行研究でも地方公営企業の公共性の捉え
方は一面的であった。1990 年代から 2000 年代にかけて、地方公営企業のかかわる様々な分野で
民営化が進む一方で、2000 年代に入る頃から「再公営化」が行われる事例も見られるようにな
っていた。 
 
２．研究の目的 
本研究では、より多面的に「地方公営企業の公共性とはどのようなもので、それは地域社会に
どのような影響を与えるのか」「なぜある地方公営企業は、経済性と様々な公共性との間のバラ
ンスについてある傾向を示す経営を行うのか」を問うことを目的としている。 
具体的には、次の三点を研究の目的とすることとした。 
（１） 地方公営企業が地域社会で果たす公共性の内容を多面的に把握する枠組みを検討し、そ
れを用いて様々な地方公営企業の経営の実態を、より多面的、また、より精密に把握し、
地方公営企業の地域社会に対する影響を明らかにすること。 

（２） ある地方公営企業が、ある傾向性をもつ経営を実現しているのはなぜかという問いに対
して、地方公営企業制度がもたらす組織特性の違いなどによって説明すること。 

（３） 再公営化とは何かを明らかにし、それにより経営がどのように変化し、地域社会にどの
ような影響を与えるのかを明らかにすること。 

 
３．研究の方法 
 研究対象には、もっとも典型的な地方公営企業である大都市水道事業を選び、特に、日本の二
つの主要都市である東京都と大阪市の事例研究を行った。 
本研究では、水道事業の経営内容、あるいはその「運営論理」を総合的に把握する方法として、
複数の部分社会における制度の論理を理念型として、それを尺度として把握する方法を採用し
た。先行研究では、そうした部分社会における制度の論理として「国家官僚」と「パブリック・
マネージャー」、あるいは「国家の論理」と「市場の論理」との二分法が採用されることが多い
が、本研究では、これを運営論理として「経営の論理」に加えて、手続的公正や社会的公正を意
味する「地域民主制の論理」と、土木技術等の「技術の論理」を区別した類型を設定した。 
 こうした運営論理の理念型を尺度として各団体の経営内容を測定する方法として、事業運営
の要としての建設投資政策と料金・財務政策に注目し、それらの構想・計画、実施、業績に関し
て複数の定性的指標を設定し，三段階で評価した。そして，これらの各指標の評価結果から運営
論理を評価・解釈することとした。 
一方、本研究では、地方公営企業の組織の自律性にも注目した。地方公営企業に関する先行研
究は、財政的な自立性としての独立採算制に注目してきたが、本研究では、組織外部のアクター
やそのアクターが依拠する経営のあり方に関する論理からの影響から当該地方公営企業を遮断
する制度として、地方公営企業の組織の自律性に注目した。 
日本の地方公営企業制度の下では、大都市水道事業は法的には独立せず、財政的にはかなり独
立している。一方、管理者選任の人事慣行は団体によって違いが見られる。地方公営企業の管理
者は特別職であるが、議会の同意を要さず、首長が選任する。そのため、首長によって首長部局
の人事異動の一環で管理者が選任され，首長部局との一体性が重視される場合（低自律型）もあ
れば、地方公営企業の自律性が尊重され、内部からの昇進によって管理者が選任される場合（高
自律型）があり得る。 
本研究では、こうした組織の自律性の程度の違いが、組織外部から組織を遮断する程度の違い
となって現れ、水道事業の事業運営に影響を及ぼす主要アクターに違いが生まれ、それゆえ運営
論理の違いがもたらされたと考えた。各主要アクターは，それぞれの特性に応じた運営論理の源



泉を持つと想定した。それは，専門官僚であれば事業運営の伝統，地方議員であればその地域の
個別利害の配置，また，選挙区の特性から地方議員よりも広範な支持を必要とする首長であれば
領域横断的な改革規範である。 
日本の地方公営企業について、この研究では事例研究の方法を採用した。東京都と大阪市とい
う二つの主要都市の 1990 年代半ばから 2000 年代の事業運営を対象として取り上げている。管
理者人事慣行に影響を及ぼし得る首長の交代に注目して、(1)1995 年度から 1999 年度までの東
京都水道事業（事例１）、(2)1999 年度から 2009 年度までの東京都水道事業（事例２）、(3)1995
年度から 2003 年度までの大阪市水道事業（事例３）、(4)2003 年度から 2007 年度までの大阪市
水道事業（事例４）に分けて事例研究を行った。 
事例研究には，水道事業の財務情報，施設水準に関する情報，各種法令や行政文書，両市の議
会議事録，行政職員による雑誌論文やインタビュー記事を用いた。 
これに対して、再公営化に関しては日本に事例が存在しないため、ドイツ、中でもベルリンと
ハンブルクの事例研究を行った。また、水道事業の経営のあり方や現状に関して、水道事業体の
職員に対するサーベイを実施することとした。 
 
４．研究成果 
 本研究では、研究期間中に以下の成果を得ることができた。 
 第１に、東京都と大阪市の水道事業に関する研究を『公営企業の論理－大都市水道事業と地方
自治』（勁草書房、2023 年）にまとめ、公刊した。 
この本では、東京都と大阪市の水道事業の違いを，地方公営企業の管理者の自律性の違いの結
果として，主に 1990 年代半ばから 2000 年代までを対象期間として検討した。 
東京都と大阪市の水道事業における管理者選任の人事慣行を検討したところ、東京都では、首
長が水道局内部の人事慣行を尊重してきたことから水道事業の自律性は「高自律型」であり、ま
た、それは少なくとも 2000 年代末までは継続していたこと、その一方で、大阪市では管理者が
首長部局の幹部人事の一環として行われる「低自律型」だということがわかった。その大阪市で
は、2003 年までの磯村市政から關市政に移行する中で市長の支持構造が変化し、その結果、市
長が配慮する利益に変化が見られていた。 
こうした幹部人事慣行を指標として地方公営企業の自律性を定義するなら、自律性が高い場
合には、組織外部からの影響が遮断され、その経営の内容は過去からの経営実践の伝統を強く反
映したものとなる一方、自律性が低い場合には、それよりも政治を介してその時代の領域横断的
な改革規範を強く反映したものとなることを、限られた事例研究の中ではあるが、明らかにした。 
日本の地方公営企業制度は独立採算制を特徴としているが、加えて、直営方式が採用されてい
る。地方公営企業制度は、独立採算制を介して自償性に基づく資金調達メカニズムである。一方、
直営であることは、地方公営企業が担う公共サービス提供の任務が地方自治の本分そのもので
あること、また、身近な公共サービス提供を担うことで住民の関心を自然と集め、民主主義の学
校と機能し得ることを意味していた。地方公営企業法には、公益企業としてのイメージと直営企
業としてのイメージが積み重なっており、そのいずれのイメージによるのかは、それぞれの自治
体における運用過程によって異なり得ることが明らかになった。 
この研究では、こうした事例研究の結果を踏まえて二つの含意を示した。その一つは、地方公
営企業の自律性は、外部環境からの影響を遮断し、組織外部の影響と内部の影響を切り替える働
きをする一方で、自律性の程度が首長の管理者選任に関する考え方に依拠している点で政治に
対して脆弱であり、不完全なものでもあることであった。その上で、そうした半自律的な制度特
性が持つ積極的な意義について議論した。それは，外部からの影響が完全に遮断されないことで、
地方公営企業は、一般住民からの支持を必要とする政治的組織として維持され、それゆえに独善
に陥ることが回避され得ることである。 
もう一つの含意は、水道事業という限られた事例ではあるが、政治の関与から自律的に作用す
る政策領域の存在を示したことである。本研究は、政治的な利害を代表する地方政治や首長から
自律的な専門官僚による水道事業の運営が、安価な水道をもたらさない代わりに中長期的な視
点に立つ頑健な水道をもたらしたことを明らかにしている。興味深いことには、そうした事業運
営が良好な経営状況を生み出しさえした。施設の老朽化が進み、人口減少・高齢化が進む中で水
道施設を大量更新していかなければならないという現在の問題状況に対する一つの答えとして，
自律性のあり方を議論した。 
 第２に、ドイツの地方公企業制度の特性と、その下でのドイツ（特にベルリン）における水道
事業の民営化（反民営化）および再公営化の過程と成果を明らかにした。 
ドイツの地方公営企業制度では、組織形態の選択の裁量を自治体側に認めている。日本の公営
企業に類似する Eigenbetrieb や営造物法人のような公法による経営形態もあれば、株式会社や
有限会社といった私法による経営形態もある。現在、特に水道事業では有限会社等の私法による
経営形態が採用されていることが多いが、その持分のすべてを自治体が所有していることも多
く、また、民間企業の参画がある場合でも過半数は自治体所有となっていることも多い。そのあ
り方は多様であるが、1990 年代以降、民間企業の出資を受ける「第三セクター方式」による部
分的民営化が実施されてきた。 
この研究では、特に、ベルリン市における上下水道事業の部分的民営化と再公営化のプロセス、
ロストック市の運営権モデルによる民営化と再公営化のプロセス、また、ポツダム市の部分的民



営化と再公営化のプロセス、さらに、ハンブルク市における民営化の禁止に係る法律制定のプロ
セスについて調査を行った。 
その結果、部分的民営化は事業から生じる利益の分配構造に影響を及ぼすのだが、それに対す
る不満から再公営化が実施されてきたプロセスを明らかにした。また、ベルリンの上下水道事業
の再公営化のプロセスにおいては、上記の運営論理の理念型に即した各種指標に大きな動きが
見られず、再公営化という組織改革が経営の内容にただちに影響を及ぼすものではなく、分配構
造に影響を与えるものであったことを明らかにした。 
 以上の研究を通じて、日独の地方公営企業の組織改革の本質とその社会的インパクトの一端
を、事例研究を通じて明らかにできた。今後は、研究対象を増やし、それぞれの事業体に見られ
る個別性と共通性を明らかにするとともに、個別の事業体レベルとそれを支える国全体の制度
との連関に注目することで、地方公営企業制度の本質が解明されていくことと期待される。 
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